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３． 事後評価結果 

〇評点： 

 

 

 

〇総合評価コメント： 

 

本研究課題のビジョンは「個人情報の保護に関する法令に則してプライバシーを保護しつつ、ビッグ

データ解析・AI技術により異種サービスを跨いだマーケティング施策を可能とする。特に、利用履歴な

どのデータが少ない新規サービス事業者や新規ユーザに対しても安心かつ快適なサービスの提供を可

能とする。」ことにある。 

この目標の下で、プライバシーや権益の保護に配慮して、運用時に異種ドメイン間でユーザ ID や生

データの交換を必要としない、ペルソナモデルや行動予測モデルの転移利用を可能にした。エリアの特

徴をモデル化する手法(Area2Vec)に基づいた実空間のデータ解析は、サイバー空間の行動解析と連携さ

せることにより、消費活動の少ない人の諸活動のモデリングが可能となり、都市計画にも利用できるも

のである。また、特に ID マッチングやデータ共有を行わないクロスドメイン行動予測技術は今後の産

業応用が大いに期待される。 

学術貢献に関しては、Web 関連の IEEE、ACM など著名な学術団体に注目を集める論文を多く発表し、

さらに国内５件、国際１件、合計６件と多くの特許出願は評価できる。社会貢献に関しては、本 CREST

をもとに設立されたペルソナ AI 協議会への他業種からの参加が、目標達成に対する成否を左右するで

あろう。 

全体として、実用性が高い研究成果が得られた。論文発表に留まらず、企業が容易に利用可能なソフ

トウェアライブラリとしての提供が望まれる。プライバシー保護は、法令遵守が前提でありながら、そ

れを超えるエンドユーザーに対するメリットを提供する応用の検討が必要であろう。ビジョン達成に向

けて、広範な企業連携の継続に期待したい。 
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